
等
総
合
管
理
計
画
」で
は
、村

が
所
有
す
る
公
共
建
築
物
・
イ

ン
フ
ラ
施
設
の
更
新
に
、40
年

間
で
年
平
均
9
・
7
億
円
と
い

う
費
用
が
必
要
と
の
試
算
が
出

て
お
り
、財
源
不
足
が
見
込
ま

れ
ま
す
。

令
和
5
年
度
歳
入
は
、コ
ロ

ナ
禍
か
ら
社
会
活
動
の
通
常
化

が
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、緩
や

か
な
持
ち
直
し
と
国
の
経
済
成

長
を
勘
案
し
て
、村
税
は
令
和

4
年
度
よ
り
増
額
を
見
込
み
ま

し
た
。

繰
入
金
は
、
財
政
調
整
基

金
、公
共
施
設
等
総
合
管
理
基

金
、教
育
振
興
基
金
等
を
取
崩

し
て
事
業
に
充
て
ま
す
。

令
和
5
年
度
歳
出
は
、小
中

学
校
エ
ア
コ
ン
設
置
工
事
、防

災
倉
庫
建
設
工
事
、合
葬
式
墓

地
建
設
工
事
な
ど
大
型
の
単
独

事
業
を
行
い
ま
す
。
補
助
金

は
、出
産
祝
金
事
業
、結
婚
新

生
活
支
援
事
業
補
助
金
等
を
新

設
し
ま
し
た
。

義務的経費…18億7,580万円（39.6％）

法令やその性質により、支出が義務付け
られている人件費や扶助費、公債費。昨
年度より5,516万円（3.0％）増加の見込
みです。

投資的経費…4億8,799万円（10.3％）

支出の効果が、最終的に資本形成に向け
られる普通建設費や災害復旧事業費。昨
年度より3億2,801万円（205.0％）増
加の見込みです。

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投資
的経費

歳出
47億3,800万円

人件費
10億5,707万円
（22.3％）

職員の給与や退職金など

扶助費
4億9,861万円
（10.5％）

社会保障制度として行う
支援に要する費用

公債費
3億2,012万円
（6.8％）
村が借り入れている
お金の返済金

その他
3億3,717万円（7.1％）
貸付金、維持補修費、積立金など

普通建設事業費
4億8,799万円（10.3％）
道路や橋梁、学校、庁舎などの
建設事業に要する費用

補助費等
8億9,419万円
（18.9％）
各種団体などへの
補助金や負担金など

物件費
7億4,350万円
（15.7％）

印刷消耗品、通信運搬費、
委託料、使用料など

繰出金
3億9,935万円（8.4％）
一般会計と特別会計間において支出される費用

2023.5  広 報 は ら5

令
和
5
年
度
は
、原
村
総
合

計
画
後
期
基
本
計
画
の
3
年
目

と
な
り
ま
し
た
。将
来
に
希
望

の
持
て
る
村
と
し
て
、喫
緊
の

課
題
を
選
択
し
、積
極
的
に
新

た
な
施
策
を
盛
り
込
ん
だ
予
算

編
成
と
し
ま
し
た
。

令
和
5
年
度
予
算
の
基
本
的

な
考
え
方
と
し
て
、村
単
事
業

に
つ
い
て
は
、実
施
期
間
を
設

定
し
て
取
り
組
み
、効
果
及
び

達
成
度
を
検
証
し
て
、廃
止
、

見
直
し
又
は
継
続
を
判
断
し
ま

し
た
。
公
共
施
設
の
維
持
補

修
・
更
新
に
つ
い
て
は
、「
原
村

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」

に
基
づ
き
実
施
し
、様
々
な
角

度
か
ら
交
付
金
・
地
方
債
等
の

活
用
を
模
索
し
、財
源
確
保
に

努
め
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。コ

ロ
ナ
感
染
症
へ
の
対
応
は
、引

き
続
き
、国
・
県
の
動
向
を
注

視
し
な
が
ら
随
時
の
対
応
と
し

ま
し
た
。

将
来
見
通
し
は
、こ
れ
ま
で

同
様
、少
子
高
齢
化
社
会
が
進

み
社
会
保
障
な
ど
の
扶
助
費
の

増
加
が
避
け
ら
れ
な
い
状
況
で

あ
り
ま
す
。「
原
村
公
共
施
設

令
和
5
年
度
　一
般
会
計
予
算

令
和
5
年
度
の
一
般
会
計
予
算
総
額
は
47
憶
3
、8
0
0
万
円
で
対
前
年
度
5
億
2
、2
0
0
万
円
増（
12
・
4
％
）に
な
り
ま
す
。

本
年
度
予
算
の
概
要
と
、主
な
取
り
組
み
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

住
民
財
務
課
　
財
政
係

☎
７
９
―
７
９
２
４（
直
通
）

問

自主財源…19億1,133万円（40.3％）

村が自らの権限に基づいて自主的に収入
する財源で、国や県に依存せずに独自に
調達できる財源。昨年度より2億3,063
万円（13.7％）増加の見込みです。

依存財源…28億2,667万円（59.7％）

国や県に依存するかたちで調達する財源
で、村の借金である地方債もこれに含ま
れます。昨年度より2億9,137万 円
（11.5％）増加の見込みです。

依
存
財
源

自
主
財
源

歳入
47億3,800万円

村税
7億6,480万円
（16.1％）

住民税、固定資産税、
軽自動車税など

繰入金
6億4,061万円
（13.5％）
基金からの繰入金

諸収入
2億9,205万円
（6.2％）

繰越金
1億3,000万円
（2.7％）

村の前年度会計からの繰越金

その他
8,387万円（1.8％）
分担金、負担金、使用料、
手数料、財産収入、寄付金

県支出金
2億8,703万円（6.1％）

地方譲与税
8,418万円（1.8％）

国庫支出金
2億8,856万円
（6.1％）

地方交付税
16億6,600万円
（35.2％）

その他
1億6,615万円
（3.5％）
地方消費税交付金、
地方特例交付金など

村債
3億3,475万円（7.1％）
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